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守谷市立図書館等指定管理者募集要項 

 

守谷市立図書館（以下「図書館」という。）及び分室（以下これらを総称し

て「図書館等」という。）の管理について，地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４４条の２第３項及び守谷市公の施設の指定管理者の指定の手続等

に関する条例（平成１８年守谷市条例第１７号）第２条の規定に基づき，当該

施設を一括で管理する指定管理者を募集します。 

 

１ 施設の概要 

（１）図書館 

ア 名 称 

守谷中央図書館 

イ 所在地 

守谷市大柏９３７番地の２ 

ウ 施設の規模，内容等 

（ア）敷地面積  ５，２３６㎡ 

（イ）建物の構造 鉄筋コンクリート造３階建て 

（ウ）建築面積   １，３８０．３６㎡ 

（エ）延床面積   ３，５２２．７３㎡ 

（オ）建物概要  

１階 児童フロア，おはなしのへや，赤ちゃんのえき，事務室，

作業室，応接室，コンピューター室，スタッフラウンジ，

給湯室，更衣室 

２階 一般フロア，閉架書庫，休憩コーナー 

３階 調査・研究フロア，視聴覚室，集会室１，集会室２，ボラ

ンティア室，閉架書庫，閲覧コーナー１，閲覧コーナー２，

給湯室 

その他 エレベーター（２基），トイレ（各階） 

（カ）屋外部分 駐車場（３５台），駐輪場(５９．４５㎡) 

エ 開館日 平成７年５月１３日 

（２）分室 

ア 守谷市中央公民館図書室 

所在地 守谷市百合ケ丘二丁目２５４０番地の１ 

イ 守谷市郷州公民館図書室 

所在地 守谷市みずき野五丁目３番地３ 

ウ 守谷市高野公民館図書室 

所在地 守谷市高野９３５番地 

エ 守谷市北守谷公民館図書室 
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所在地 守谷市板戸井１９７７番地の２ 

（３）施設の根拠 

守谷市立図書館等の設置及び管理に関する条例（平成２７年守谷市条例

第２１号。以下「条例」という。） 

 

２ 指定管理者が管理を行う期間（指定期間） 

指定期間は，平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの３年間

とします。ただし，この期間は，議会議決後に正式な指定期間となります。 

 

３ 管理の基準等 

図書館の設置目的と市民への充実したサービスを実現するため，現行にか

かわらず下記の対象項目について，積極的に新たなメニューや具体策などに

ついて考えを提案してください。 

○対象項目 

休館日，開館時間，貸出返却，閲覧，検索，図書の管理，施設の活用，

読書推進活動や「図書館等の運営方針」（業務仕様書２－（２））など 

（１）関係法令の遵守 

図書館等の管理に当たっては，次に掲げる法令等の規定を遵守し，適正

な管理を行う必要があります。 

ア 地方自治法 

イ 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号） 

ウ 図書館法（昭和２５年法律第１１８号） 

エ 著作権法（昭和４５年法律第４８号） 

オ 守谷市立図書館等の設置及び管理に関する条例 

カ 守谷市立図書館管理運営規則（平成７年守谷町教育委員会規則第３号） 

キ 守谷市立図書館処務規則（平成７年守谷町教育委員会規則第４号） 

ク 守谷市立図書館資料収集規程（平成１４年守谷市教育委員会訓令第１

号） 

ケ 守谷市立図書館資料廃棄規程（平成９年守谷町教育委員会規程第７号） 

コ 守谷市立図書館資料複写取扱規程（平成１５年守谷市教育委員会告示

第５号） 

サ 守谷市図書館協議会設置条例（平成７年守谷町条例第２号） 

シ 守谷市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 

ス 守谷市個人情報保護条例（平成１３年守谷町条例第３４号） 

セ 守谷市情報公開条例（平成１０年守谷町条例第４号） 

ソ 守谷市行政手続条例（平成９年守谷町条例第１３号） 

タ その他関係法令 

※ カ～コについては，守谷市立図書館等の設置及び管理に関する条例の
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改正に伴う規則及び規程の改正を予定しています。 

（２）平等なサービスの提供 

利用者に対して平等なサービスの提供を行う必要があります。 

（３）適切な施設の維持管理 

図書館等の維持管理を法令等に従い，支障のないように行う必要があり

ます。 

（４）法令等に準じた個人情報の取扱い 

指定管理者は，指定管理業務を通じて取得した個人情報について，その

取扱いに十分留意し，保護を図るため，別途締結する協定において必要な

措置を講じることとします。 

（５）年度別事業計画書及び収支予算書の提出 

毎年度，教育委員会と調整の上，作成した翌年度の事業計画書及び収支

予算書を，指定する期日までに教育委員会に提出してください。 

（６）各種報告書等の提出 

ア 月間事業報告書…毎月終了後，翌月１５日までに前月の利用状況（開

館日数，入館者数，利用者数，貸出冊数，登録者数）を集計し，報告し

てください。  

イ 年間事業報告書…毎年４月末日までに前年度の利用状況を集計し，報

告してください。  

※ 月間事業報告書の合計及び分類別蔵書数（各種類別），各種年次統計 

ウ 自己評価書…毎年４月末日までに前年度の指定管理業務に対する自

己評価書を提出してください。 

エ もりやの図書館等概要…毎年５月末日までに，図書館等の活動内容を

まとめて作成し，報告してください。 

オ その他の調査及び報告への協力 

教育委員会の要請に応じて，業務全般に関する調査及び報告について

協力してください。 

（７）業務の一括委託の禁止 

指定管理者は，管理業務を一括して第三者へ委託し，又は請け負わせる

ことはできません。管理業務の一部を第三者に委託する場合は，事前に教

育委員会の承認を受けることとします。 

（８）守秘義務 

指定管理者は，指定管理業務を行うに当たり，業務上知り得た内容を第

三者に漏らしたり，目的外に使用したりすることはできません。指定管理

業務が終了した後及びその従業員でなくなった後も同様とします。 

（９）情報公開 

指定管理者は，指定管理業務を通じて作成，取得した情報について，開

示や提供の申し出があった場合には，これに応えるために情報公開規程の
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整備や情報提供施策の充実などに努めることとします。 

（10）環境への配慮 

守谷市環境基本条例（平成１１年守谷町条例第１号）に基づき，指定管

理者においても，省資源，省エネルギーの推進，廃棄物の排出抑制やグリ

ーン購入の推進等について，積極的な取組みを行ってください。 

（11）災害時の施設利用 

   災害時に図書館等の施設を緊急の避難所として使用する必要があると

教育委員会が判断した場合は，当該施設を避難場所として使用します。 

（12）その他 

管理の基準等に関する細目は，別途，教育委員会と指定管理者の間で締

結する協定書で定めることとします。 

 

４ 指定管理者が行う業務 

（１）別添守谷市立図書館等業務仕様書に定められた業務を行うものとします。 

※ 現在実施している図書館等の事業の内容等については，別添の参考資

料「もりやの図書館等概要」を参照してください。 

（２）その他教育委員会が必要と認める業務 

（３）自主事業 

ア 自主事業 

指定管理者は，施設の設置目的を効果的に達成するため，教育委員会

の承認を得て，図書館等の施設を活用して自主事業を行うことができま

す。教育委員会は市民サービスの向上のため，基本的に承認するものと

します。しかし，本来の指定管理業務の遂行や施設利用者の適切な利用

を著しく阻害するおそれがあると認められると判断した場合は，自主事

業を承認しない場合があります。また，本来の指定管理業務に支障を来

していると判断した場合は，自主事業の改善，中止等を命じる場合があ

ります。 

イ 自主事業収入 

自主事業収入とは，指定管理者が独自にイベント等を開催し，参加者

から徴収して得る収入をいいます。自主事業収入を得た場合は，その収

入は指定管理者に帰属することとします。なお，実施に関する経費は指

定管理料には含まれないものとします。 

 

５ 業務を実施するに当たっての留意事項 

（１）指定管理者が施設の管理運営に係る各種規程・要項等を作成する場合及

び事業計画の主要事項を変更する場合は，教育委員会と協議を行うことと

します。 

（２）地域組織，団体，住民との連携を図り，地域に根ざした運営を図ること
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とします。 

（３）図書館等が最大限有効活用されるよう利用促進を図ることとします。 

（４）関係機関及び利用者の代表からなる図書館協議会に，必要な資料の提出

を行うとともに会議に出席し，事業内容等の説明を行うものとします。 

なお，図書館協議会における意見等は図書館等の管理運営に反映させ，利

用者の満足度を高めていくこととします。 

（５）緊急時対策，防犯・防災対策についてのマニュアルを作成し，職員への

指導を行い，災害等緊急事態の発生時には，利用者の避難，誘導，安全確

保，必要な通報等的確に対応することとします。なお，申請時には，マニ

ュアルの提出の必要はありません。 

（６）施設内では利用者の安全に配慮し，事故防止を徹底することとします。 

（７）図書館等のホームページを作成し，維持及び更新を行うこととします。 

（８）図書館の敷地内及び分室内での喫煙は禁止とします。 

（９）図書館等の建物内の飲食については，図書館の休憩コーナー及びスタッ

フラウンジ以外禁止とします。  

（10）図書館等の敷地内での火災，犯罪，疾病等の防止に努めることとします。 

（11）管理業務等委託に当たっては，守谷市内に事務所を有する団体を優先的

に活用してください。 

（12）職員の使用に当たっては，現在，教育委員会が雇用している者の雇用に

努めてください。 

 

６ 物品の管理等 

（１）指定管理者に貸し付ける備品等（別添守谷市立図書館等備品台帳参照）

については，市の所有としその使用及び保管は十分注意することとします。 

（２）指定管理者が指定管理料により物品を購入するときは，購入後の物品は

市に帰属するものとします。 

（３）指定管理者が管理する市の所有する物品については，守谷市物品管理規

則（平成１８年守谷市規則第１２号）に基づいて管理等を行うものとしま

す。また，物品管理簿を備えてください。なお，購入及び廃棄等は事前に

教育委員会と協議の上対応し，書面にて教育委員会に報告することとしま

す。 

 

７ 指定管理者と市における責任分担 

指定管理者と市の責任分担の詳細については，別途協定書で定めますが，

市の基本方針は資料１のとおりとします。ただし，資料１に定める事項に疑

義のある場合又は定めのない事項については，指定管理者と教育委員会が協

議し，決めることとします。 
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８ 指定管理料 

（１）指定管理料 

ア 市は，指定管理業務に要する経費を指定管理料として各年度の予算の

範囲内で指定管理者に支払います。 

イ 指定管理料の額，支払期日，支払方法は，毎年度の年度協定において

定めます。 

ウ 申請の際の事業計画書及び収支予算書については，別紙「指定管理料

の算出基礎資料」の指定管理者が負担する額を参考価格（上限額）とし

て作成してください。 

  なお，作成の際は，次の物価情勢等の影響を提案額に反映させてくだ

さい。 

 ・消費税率  平成２８年度    ８％ 

           平成２９年度以降 １０％ 

・物価上昇率 各年度２％の上昇率 

 なお，指定管理料の額は，指定管理者の提案額を基に市と指定管理者

が協議の上，決定します。消費税率等が改正された際は，その都度市と

指定管理者が協議することとします。 

エ 指定管理料の額は，指定管理者の提案額を基に教育委員会と指定管理

者が協議の上，決定します。 

（２）専用口座の開設 

指定管理料及びその他の収入（自主事業収入及び複写料金）は，指定管

理者が他の事業等で利用する口座とは別の専用口座で管理してください。 

 

９ 応募及び選考方法 

（１）応募者の資格 

応募者の資格は，法人その他の団体（以下「団体等」という。）であり,

次のいずれにも該当しない団体等とします。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般

競争入札の参加者の資格）の規定に該当する団体等 

イ 指名停止措置を受けている団体等 

ウ 国税，地方税を滞納している団体等 

エ 手形又は銀行取引停止処分がなされ，又は支払停止事由が発生し，こ

れが改善されない団体等 

オ 差押，仮差押又は仮処分がなされ，これが解消していない団体等 

カ 破産，会社整理又は特別清算その他倒産等に関する法律の手続きにつ

いて，申立て（債権者が申立てを行った場合を除く。次号において同じ。）

がなされた団体等 

キ 会社更生，民事再生の手続きについて，申立てがなされ，この手続き
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が終了していない団体等 

ク 次に掲げる者が，支配人，無限責任社員，取締役，監査役若しくはこ

れらに準ずべき地位に就任し，又は実質的に経営等に関与している団体

等 

（ア）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第６号に定義する者） 

（イ）地方自治法第９２条の２（議員の兼業禁止），第１４２条（長の兼

業禁止），第１６６条（副市長の兼業禁止），第１８０条の５（委員

会の委員及び委員の兼業禁止）に該当する団体等 

ケ 守谷市政治倫理条例（平成１１年守谷町条例第３７号）第１０条第

１項に規定する企業 

（２）グループを構成しての応募 

複数の団体がグループを構成して応募する場合（以下「グループ応募」

という。），複数の団体の中から，代表団体を定めてください。なお，単

独で応募した団体が他のグループ応募の構成員となること及びグループ

応募の構成員が他のグループ応募の構成員になることはできません。 

（３）応募の手続き 

ア 募集要項等の配布 

（ア）配布期間 

平成２７年７月１日（水）～平成２７年８月２８日（金） 

※ 図書館の休館日を除く。 

（イ）配布窓口 

後記「１５問合せ先」で配布します。また市のホームページから

もダウンロードできます。 

イ 申請書類 

応募に係る申請書類は，次のとおりです。なお，申請団体で以下に規

定する書類がないときは，それに代わる書類を添付してください。 

（ア）公の施設の指定管理者指定申請書（様式第１号） 

※ 添付書類で（５）その他特に指定された書類は，以下のとおりで

す。 

ａ 団体の概要に関する書類（別添様式） 

ｂ 役員の名簿及び履歴書（任意様式） 

（イ）事業計画書（様式第２号） 

※ ３申請団体の理念及び事業計画（別紙可）については，日本工業

規格Ａ４版で，次に定める枚数以内とします。なお，文字の大き

さは任意とします。 

ａ 団体の理念等について １枚 

ｂ 施設の効用の発揮・市民サービスの向上について ５枚 
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ｃ 守谷市立図書館等の指定管理概要１枚 

ｄ 管理を安定して行う物的能力及び人的能力について ３枚 

ｅ 平等利用の確保について １枚 

ｆ その他（特記すべき事項があれば記入してください。） １枚 

（ウ）収支予算書（様式第３号） 

ウ 提出部数 

正本１部，副本１５部 

※ 書類は分散しないよう綴じ紐，ホチキス等で綴じて提出してくださ

い。 

※ 副本は，複写機による写しでも可とします。 

エ 申請書類の受付 

（ア）提出方法 

申請書類は，直接持参してください。 

（イ）提出先 

守谷市教育委員会中央図書館 

（ウ）受付期間 

平成２７年９月１８日（金）～平成２７年９月３０日（水） 

※ 図書館の休館日を除く。 

（エ）受付時間 

午前９時３０分から午後６時００分 

※ 正午から午後１時までを除きます。なお，木曜日の開館時間は，

午後１時からです。午前中に持参する場合は，事前に御連絡くだ

さい。 

オ 応募に関する質問 

（ア）応募に関する質問は，質問書（別添様式）により行ってください。 

（イ）提出方法は，直接持参，郵送，ファックス又はＥメールとします。 

（ウ）電話及び口頭による質問は，受け付けません。 

（エ）質問に対する回答は，提出者に対し，文書により通知するとともに

ホームページに随時掲載します。 

（オ）受付期間 

平成２７年７月１日（水）～平成２７年９月８日（火） 

※ 直接持参する場合は，図書館の休館日を除く。 

※ 郵送，ファックス又はＥメールの場合は，９月８日（火）必着 

（カ）受付時間（直接持参の場合） 

午前９時３０分から午後６時００分 

※ 正午から午後１時までを除きます。なお，木曜日の開館時間は，

午後１時からです。午前中に持参する場合は，事前に御連絡くだ

さい。 
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（キ）質問書提出先 

「１５ 問合せ先」参照 

カ 応募に当たっての留意事項 

（ア）必要に応じ，追加資料をお願いすることがあります。 

（イ）提出された書類については，変更することができません。 

（ウ）提出された書類に虚偽の記載又は不正があった場合は，失格としま

す。 

（エ）提出された書類は，返却しません。 

（オ）指定申請書提出後に辞退する場合は，辞退届（任意様式）を提出し

てください。 

（カ）提出書類は全て，日本工業規格Ａ４版の規格を使用するものとしま

す。ただし，既に作成されている書類を添付書類として利用する場合

は，他のサイズを使用することができます。 

（キ）応募に関する費用は，全て応募者の負担となります。 

（ク）応募者は，当該応募について選定委員との接触を禁止します。選定 

委員との接触事実が確認された場合には，失格となることがあります。 

（ケ）選定結果として，申請者名，審査結果の概要等を公開する場合があ

ります。また，提出された申請書類は，情報公開の請求により開示す

る場合がありますので，ご承知の上で申請してください。 

（４）指定管理者の選定 

次の選定基準により指定管理者の候補者を選定し，議会の議決を経た上

で指定します。 

ア 指定管理者の候補者の選定は，守谷市（担当：総務部総務課）が設置

する指定管理者選定委員会において，次の選定基準により行います。 

（ア）団体の理念等について 

ａ 団体の経営方針 

ｂ 指定管理者の指定申請をした理由 

（イ）施設の効用の発揮・市民サービスの向上について 

ａ 施設利用やサービス向上のための具体策及び具体的な目標値等 

ｂ 利用者等の要望の把握及び実現策 

ｃ 利用者とのトラブルの防止策と対処方法等 

ｄ 地域，他施設との連携 

ｅ 自主事業によるサービス向上のための具体策（自主的に行う事業

があれば記入してください。） 

・事業名 

・目的・内容等 

・実施時期・回数 

（ウ）管理を安定して行う物的能力及び人的能力について 



10 
 

ａ 経営基盤 

ｂ 安定した管理運営を行う人員の配置計画及び研修計画（職員配

置・勤務時間・勤務体制図添付） 

ｃ 安全・安心な管理運営のための具体策 

（エ）平等利用の確保について 

市民の平等利用の確保 

（オ）その他 

イ 審査は，提出された事業計画書等により書類審査（一次審査）を行っ

た後，通過者について面接審査（二次審査）を行います。 

面接審査は，平成２７年１０月２３日（金）を予定しておりますが，

時間，場所等は後日連絡いたします。 

ウ 審査結果は，平成２７年１０月２６日（月）以降，文書で通知します。 

（５）スケジュール 

ア 募集 

（ア）募集要項配布 

平成２７年７月１日（水）～平成２７年８月２８日（金） 

（イ）募集に関する質問 

平成２７年７月１日（水）～平成２７年９月８日（火） 

（ウ）申請書類の受付 

平成２７年９月１８日（金）～平成２７年９月３０日（水） 

イ 選定 

（ア）書類審査       平成２７年１０月１５日（木） 

（イ）面接審査（二次審査） 平成２７年１０月２３日（金） 

ウ 指定管理者の候補者決定 平成２７年１０月２６日（月）以降 

エ 議会の議決 平成２７年１２月上旬（予定） 

オ 協定の締結 

※ 議会の議決後，速やかに行います。 

カ 指定管理業務の開始 平成２８年 ４月 １日 

 

１０ 指定管理者指定後の手続等 

（１）指定管理者との協定締結 

指定管理者の指定後（平成２７年１２月上旬頃），市と指定管理者は，

指定管理業務の細目等について協議の上，指定期間における基本的事項を

定めた「基本協定」及び年度（４月１日から翌年３月３１日）ごとに締結

する「年度協定」を締結します。 

なお，協定書に定めのない事項又は協定書の内容に疑義が生じた場合は，

改めて協議することとします。 

（２）協定書の主な内容 
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ア 基本協定の主な内容 

（ア）業務に関する基本的事項 

（イ）情報管理に関する事項 

（ウ）事業計画書の提出に関する事項 

（エ）自主事業に関する事項 

（オ）事業報告書の提出及びその他報告に関する事項 

（カ）指定管理料に関する事項 

（キ）損害賠償に関する事項 

（ク）不可抗力の対応等に関する事項 

（ケ）引継ぎに関する事項 

（コ）指定取消し等に関する事項 

（サ）権利・義務の譲渡等の制限に関する事項 

（シ）協議に関する事項 

（ス）その他 

イ 年度協定の主な内容 

（ア）業務内容に関する事項 

（イ）指定管理料に関する事項 

（ウ）その他 

 

１１ 検査等 

（１）教育委員会は，必要に応じ，施設，物品，各種帳簿等並びに管理運営の

実施状況について検査を行いますが，指定管理者は，合理的な理由がなく

これを拒否することはできません。 

（２）市監査委員が市の事務を監査するに当たり，必要に応じ，指定管理者に

対し，実地調査及び必要な記録の提出を求める場合があります。 

 

１２ 指定管理者の指定の取消し等の措置について 

（１）指定管理者の責めに帰すべき事由により，当該指定管理者による管理を

継続又は開始することが適当でないと認められるときは，指定を取消し，

又は業務の全部，若しくは一部の停止を命じる場合があります。 

【指定管理者の責めに帰すべき事由】 

ア 正当な理由なくして，協定の締結に応じないとき。 

イ 指定管理者が遵守すべき法令等に違反したとき。 

ウ 計画書に沿った管理を怠り，管理上重大な支障が生じたとき。 

エ 指定管理者が財務状況の悪化等により，事業の履行が確実でないと認

められるとき。 

オ 社会的信用を著しく損うなどして，指定管理者としてふさわしくない

と認められるとき。 
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カ その他指定管理者による業務の継続が困難となったとき又はそのお

それが生じたとき。 

（２）指定が取り消された場合の賠償等 

上記「１２（1）指定管理者の責めに帰すべき事由」により指定管理者

の指定が取り消され，又は業務の全部，若しくは一部が停止された場合，

指定管理者は，市が被った損害を賠償しなければなりません。 

（３）違約金 

ア 指定取消しの場合の違約金 

指定の取消しがあったときは，指定管理者は違約金として当該指定が

取り消される年度における年度協定に規定する指定管理料（指定期間開

始前に指定が取り消される場合は，指定期間の初年度の指定管理料）の

１０分の１を市に支払うものとし，市の損害に対する担保とします。 

イ 指定取消しによる損害が違約金の額を上回る場合の賠償 

実際に生じる損害が前記違約金の額を上回る場合は，別に損害賠償を

請求することができるものとします。 

ウ 業務停止の場合の違約金 

業務の全部，若しくは一部に停止があるときは，指定管理者は違約金

を市に支払うものとします。違約金の額は，指定取消しの場合に定める

範囲で市が定めるものとします。 

（４）不可抗力等による場合 

不可抗力その他市又は指定管理者の責めに帰することができない事由

により業務の継続性が困難となった場合，教育委員会と指定管理者は，業

務継続の可否等について協議を行い，継続が困難と判断した場合において

は，指定管理者の指定を取消し，又は業務の全部，若しくは一部の停止を

命じることができるものとします。 

 

１３ 指定管理者の業務の引継ぎについて 

（１）指定期間の終了又は指定の取消しにより，教育委員会が指定する者に指

定管理業務を引き継ぐ場合は，業務が円滑に引き継がれるよう協力すると

ともに，必要なデータ等を遅滞なく提供するものとします。 

（２）指定管理者は，その指定期間が満了したとき又は指定を取り消され，若

しくは期間を定めて指定管理業務の全部，若しくは一部の停止を命ぜられ

たときは，その管理をしなくなった公の施設及び設備を速やかに現状に復

さなければなりません。ただし，教育委員会の承認を得たときは，この限

りではありません。 

 

１４ 協議 

この要項に定めのない事項又は疑義が生じた場合は，教育委員会と協議
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の上，決定するものとします。 

 

１５ 問合せ先 

守谷市教育委員会中央図書館 

郵便番号：〒３０２－０１１６ 

住  所：守谷市大柏９３７番地の２ 

電  話：０２９７－４５－１０００ 

Ｆ Ａ Ｘ：０２９７－４５－７５００ 

市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

http://www.city.moriya.ibaraki.jp/tanoshimu/library/ 

Ｅメール 

library @city．Moriya.ibaraki.jp 



14 
 

資料１ 

指定管理者と市における責任分担 

事 項 指定管理者 市 

施設管理業務に要する資格の変更等，指

定管理業務に特別に影響を及ぼす法制

の変更又は新設 

 ○ 

施設（設備，備品等を含む｡）の維持管

理 

○  

安全衛生管理 ○  

個人情報の保護・管理 ○  

事故・災害等による施設の原状回復 ○ 

（責めに帰すべき

事由があるとき） 

○ 

施設利用者の被災に対する責任 ○ 

（責めに帰すべき

事由があるとき） 

○ 

市有施設の火災保険の加入  ○ 

利用者に係る保険の加入  ○ 

包括的な管理責任  ○ 

施 

設 

の 

修 

繕 

・ 

改 

築 

等 

の 

実 

施 

（１）施設 10万円未満の修繕(消

費税及び地方消費税含

む) 

○  

上記以外 ○ 

（責めに帰すべき

事由があるとき） 

○ 

（指定管理者と

市において協議） 

（２）備品 10万円未満の修繕(消

費税及び地方消費税含

む) 

○  

上記以外 ○ 

（責めに帰すべき

事由があるとき） 

○ 

（指定管理者と

市において協議） 

新規購入 

 

指定管理者と市において協議 

※ 施設の修繕・改築等の実施に係る責任分担については，上記にかかわらず， 

指定管理者の責めに帰すべき事由（故意・過失・怠慢等）により生じたもの

については，指定管理者の負担となります｡ 
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様式第１号 

年  月  日 

守谷市長   あて 

所在地 

名称（団体名） 

申請者 

代表者の職氏名           印 

連絡先 

 

公の施設の指定管理者指定申請書 

 

地方自治法第244条の2第3項に規定する公の施設の指定管理者の指定を受け

たいので，守谷市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３ 条

の規定により，関係書類を添えて，次のとおり申請します。 

 

１ 指定管理者の指定を希望する公の施設の名称及び所在地 

 

 

２ 添付書類 

（１）事業計画書（様式第2号）及び収支予算書（様式第3号） 

（２）申請団体の定款又は寄付行為の写し及び登記事項証明書（法人以外の団 

体にあっては会則等） 

（３）申請団体の経営状況等財務の状況を明らかにする書類（前３事業年度に

おける貸借対照表，損益計算書及び財産目録等。ただし，法人以外の団体 

については収支決算書及び財産目録等） 

（４）国税及び地方税の納税証明書（公募の開始以降に交付されたもので税を

滞納していないことがわかる書類）又は納税義務がない旨の理由を記した

申立書 

（５）その他特に指定された書類 

注： 申請者は，法人にあってはその印鑑登録印を，その他の団体にあっ

ては代表者個人の印鑑登録印を押印し，その証明書を添付してくださ

い。 
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様式第２号 

事 業 計 画 書 

１ 申請団体の概要 

事業名  

申請年月日  

団体名  

代表者氏名  創立年月日  

団体所在地 〒 

電話番号  F A X  

E - m a i l  U R L  

２ 現在運営している施設 

運営に係る類似施設 所 在 地 主な事業内容 

   

   

３ 申請団体の理念及び事業計画（別紙可） 

１ 団体の理念等について 

（１）団体の経営方針 

（２）指定管理者の指定申請をした理由 

２ 施設の効用の発揮・市民サービスの向上について 

（１）施設利用やサービス向上のための具体策及び具体的な目標値等 

  ※ 別紙１の守谷市立図書館等の指定管理概要を必ず記入し提出してく

ださい。 

（２）利用者等の要望の把握及び実現策 

（３）利用者のトラブルの防止策と対処方法等 

（４）地域，他施設との連携 

（５）自主事業によるサービス向上のための具体策（自主的に行う事業 

があれば記入してください。） 

① 事業名 

② 目的・内容等 

③ 実施時期・回数 

３ 管理を安定して行う物的能力及び人的能力について 

（１）経営基盤 

（２）安定した管理運営を行う人員の配置計画及び研修計画（職員配置・勤務

時間・勤務体制図添付） 

（３）安全・安心な管理運営のための具体策 

４ 平等利用の確保について 

（１）市民の平等利用の確保 

５ その他（特記すべき事項があれば記入してください。） 
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様式第３号 

収 支 予 算 書（   年度） 

 

事業名                    

収 入 

 金 額 説 明 

 

収

入

項

目 

   

   

   

   

   

   

   

収 入 合 計   

 

支 出 

 金 額 説 明 

 

 

 

 

支

出

項

目 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

支 出 合 計   

 

※１ 支出の部の項目欄は，具体的に記入してください。また，説明欄は積算

基礎等必要事項を記入してください。 

※２ 申請団体の独自の収支予算書で内容を充足できる場合は，固有の様式で

も可とします。 

※３ 収支予算書は，指定期間の会計年度ごとに作成してください。 
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団体の概要に関する書類 

 

フリガナ 

団体の名称 

 

代表者職氏名  

団体の所在地  〒 

 電話番号  ＦＡＸ  

申請団体の名称 

（ｸﾞﾙｰﾌﾟ応募の場合） 

 □代表団体□ 構成団

体 

（いずれかにチェッ

ク） 

設立年月日  

沿革  

資本金等  

従業員数  

類似施設（業務） 

の運営実績 

 

免許・登録  

応募に関する 

担当者等 

役職・氏名  所属  

電話番号  ＦＡＸ  

※ 会社概要等がある場合は，添付してください。 

※ 欄が不足する場合は，別紙を追加してください。 
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指定管理者指定申請に係る質問書 

守谷市 

教育委員会中央図書館 あて 

平成   年   月   日 

団体の名称  

質問者 役職・氏名  所 属  

連絡先 ※  電話，ＦＡＸ，Ｅメールアドレス等を記載 

 

質問内容  
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別紙１ 

守谷市立図書館等の指定管理の概要（平成２８年度） 

項   目 日 数 備   考 

年間開館日数 日  

開館時間 午前  時  分～午後  時  分まで 

年間延べ開館時間 時間  

休

館

日 

定例休館日 日 毎月第  曜日 

資料整理日 日  

年末年始 日  

特別整理期間 日 実施月   月 

※ 開館時間が曜日や季節によって複数異なる場合は，各々の日数及び開館時間を別

紙に記載して下さい。 

 

守谷市立図書館等の指定管理の概要（平成２９年度） 

項   目 日 数 備   考 

年間開館日数 日  

開館時間 午前  時  分～午後  時  分まで 

年間延べ開館時間 時間  

休

館

日 

定例休館日 日 毎月第  曜日 

資料整理日 日  

年末年始 日  

特別整理期間 日 実施月   月 

※ 開館時間が曜日や季節によって複数異なる場合は，各々の日数及び開館時間を別

紙に記載して下さい。 

 

守谷市立図書館等の指定管理の概要（平成３０年度） 

項   目 日 数 備   考 

年間開館日数 日  

開館時間 午前  時  分～午後  時  分まで 

年間延べ開館時間 時間  

休

館

日 

定例休館日 日 毎月第  曜日 

資料整理日 日  

年末年始 日  

特別整理期間 日 実施月   月 

※ 開館時間が曜日や季節によって複数異なる場合は，各々の日数及び開館時間を別

紙に記載して下さい。 
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参考：指定管理料算出資料 

※ この資料は，事業計画書及び収支予算書を作成する際，指定管理料を算出する

上での参考としてください。なお，光熱水費については，実際の料金と教育委

員会の算定基準額と上下５％以上の差が生じたときは，教育委員会と指定管理

者との協議により変更（精算）する場合があります。ただし，当初見込みと金

額の差が５％以内であっても，計画停電など要因が明らかな場合は，教育委員

会と指定管理者との協議により精算する場合があります。 

下記の表は，支出予算項目の参考例です。（図：図書館，分：分室） 

予 算 項 目 内 容 例 示 図 分 

人件費 給与 職員 ○  

報酬 非常勤一般職員 ○ ○ 

交通費  ○ ○ 

報償費 講師謝金 講師謝礼 ○  

需用費 消耗品費 事務用品，インク，電球，トイレットペーパー 

図書館資料整備用品等 
○  

燃料費 配送車燃料 ○  

印刷製本費 パンフレット，申請書等 ○  

修繕料 施設修繕（備品修繕含む） ○  

光熱水費 電気使用料 ○  

上下水道料 ○  

役務費 通信運搬費 電話料 ○  

郵便料 ○  

電子情報利用料 ○  

委託料 清掃業務委託料 平成28年度は市が負担，平成29年度以降は指定管理者 ○  

配送委託料 図書配送 ○  

保守点検委託料 空調設備保守点検 ○  

電話設備保守点検 ○  

ＢＤＳ機器保守点検 ○  

使用料及び賃

借料 

受信料 ＮＨＫ放送受信料 ○  

その他 インターネットセキュリティー証明使用料 ○  

リース料 複写機（事務所，利用者用） ○  

負担金及び交付金 負担金 日本図書館協会，茨城県図書館協会 〇  

その他 経費 全体経費の３％程度   

※ 図書館資料，ブックスタートパックの購入及び図書館資料装備費用の支出

については，市が行うこととします。 

※ 委託業務で市役所庁舎と一緒に委託しているもの，長期の債務負担行為及

び長期継続契約の業務については，指定管理業務から除く場合があります。 
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守谷市公の施設の指定管理者選定採点表（１００点満点） 

 

評 価 項 目 採 点 基 準 配点 

1.団体の理念等について (1)団体の経営方針 

 
10 

(2)指定管理者の指定申請をした理由 

 
5 

2.施設の効用の発揮・市民サ

ービスの向上について 

(1)施設利用やサービス向上のための具体策及び

具体的な目標値等があるか 
20 

(2)利用者等の要望の把握及び実現策があるか 

 
5 

(3)利用者とのトラブルの防止策と対処方法等が

あるか 
5 

(4)地域，他施設との連携が図られているか 

 
5 

(5)自主事業によるサービスの向上のための具体

策があるか 
5 

3.管理を安定して行う物的

能力及び人的能力について 

(1)経営基盤が安定しているか 
10 

(2)安定した管理運営を行う人員の配置計画及び

研修計画があるか 
10 

(3)安全・安心な管理運営のための具体策は適切

か 
10 

4.平等利用の確保について (1)市民の平等利用が確保されているか 

 
5 

5.その他 (1)総合的観点からの評価（熱意，特別の技術又

は資格の有無，経費縮減，社会貢献活動等） 
10 

合          計 100 

 



 
 

 

 

守谷市立図書館等 

 

業務仕様書 

 

 

 

平成２７年７月 

守谷市教育委員会 
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守谷市立図書館等業務仕様書 

 

守谷市立図書館（以下「図書館」という。）及び分室（以下これらを総称し

て「図書館等」という。）の指定管理者が行う管理運営業務の内容等はこの仕

様書による。  

 

１ 図書館等の設置 

図書館等は，市民の教育及び文化の発展に寄与するため，図書館法（昭和

２５年法律第１１８号）第１０条の規定に基づき設置されているものです。  

 

２ 図書館等の業務の概要  

（１）図書館等の運営の基本目標 

図書館等の本質的な機能は，本や雑誌をはじめとする様々な資料を求め

る市民に速やかに提供することです。 

近年，図書館等が所蔵する資料（以下「図書館資料」という。）への要

求は，多種多様化し，更に高度化する状況にあります。このため，常にそ

の動向の把握に努め，適切な図書館資料の選定及び構成を図ります。また，

図書館等のネットワークを通じて，市内全域を対象に利用者への快適なサ

ービスの提供に努めます。  

（２）図書館等の運営方針 

図書館等のサービスは，市民が公平に受けられるものでなければなりま

せん。現在の図書館等のサービスに満足することなく，市民が利用しやす

い図書館等の運営を目指します。 

ア 図書館資料の充実 

イ 地域の歴史，文化，産業など郷土資料の収集と保存の推進 

ウ 市民等に親しまれ，気軽に利用できる図書館等 

エ 子どもたちが読書に親しむための環境整備の推進 

オ ボランティアとの協働の推進 

カ 情報提供の充実 

キ レファレンスサービスの充実  

ク 高齢者や障がい者など図書館等の利用が困難な人へのサービスの充

実 

ケ その他のサービスの充実 

 

３ 管理の基準  

（１）図書館等の運営に係る基準等 

ア 総括責任者等の配置及び基準 

（ア）図書館に館長，副館長及び窓口責任者を配置すること。 
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（イ）図書館等の業務を適切かつ円滑に遂行するため，必要な業務従事者

を配置すること。また，それらの雇用に当たっては，司書資格，図書

館勤務経験などの専門性等を考慮するとともに，接遇能力や対人関係

の構築，集団業務遂行の適性等にも配慮すること。 

イ 職員配置基準 

（２）平等利用及び入館の制限 

ア 平等の原則 

正当な理由がない限り，市民等が利用することを拒んではならず，ま

た,施設の利用に当たっては，不当な差別的扱いをしてはならない。 

イ 入館の制限 

守谷市立図書館等の設置及び管理に関する条例（平成２７年守谷市条

例第２１号。以下「条例」という。）第８条の規定に基づき，以下のい

ずれかに該当する場合は，施設への入館許可はできないものとする。 

（ア）公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあると認めたとき。 

（イ）施設若しくは備品等を損傷し，又は滅失するおそれがあると認めた

とき。 

（ウ）営利を目的とする利用であると認めたとき。 

（エ）その他管理上支障があると認めたとき。 

（３）文書の管理・保存  

指定管理者が図書館等の業務の実施に伴い作成又は受領する文書は，

守谷市文書規程（平成１０年守谷町訓令第４号）に準じて適正に管理・

保存すること。 

 

４ 指定管理者の業務  

指定管理者が行う業務の範囲及び内容は次のとおりとする。 

（１）業務全般 

ア 業務従事者に名札を着用させること。 

イ 業務従事者には，守秘義務及び個人情報保護について十分周知徹底さ

せること。 

（２）館長に関する業務 

ア 図書館等が「教育施設」であることを認識し，図書館等の設置目的を

達成するため，図書館等の業務全般においてサービスの向上に努めるこ

と。 

イ 図書館等の業務従事者の勤務を適切に割振り，安全かつ円滑に運営が

出来るよう万全を期すること。 

ウ 図書館等の業務を円滑に遂行するため，計画的かつ系統的に職員研修

図書館 図書館司書（司書率：正規職員の６０％以上） 

分室 開室時間中は職員を１名以上配置すること。 
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を行うこと。また，研修は指定管理者自らが主宰するものだけではなく，

茨城県立図書館，茨城県図書館協会その他関係団体が主催する研修にも

参加すること。 

エ 図書館等の業務に関する情報を職員全員で共有して，業務改善などサ

ービスの向上に繋げるため，ミーティング等の定期的な実施に努めるこ

と。 

オ 市，教育委員会その他の関係機関との連絡調整を行うこと。 

（３）図書館に関する業務 

ア 庶務に関する事務 

委託業務に関する経理，物品，消耗品の管理等施設の管理運営事務，

文書等の収受，館長又は館名による文書の発行・発送，各機関等からの

調査依頼に対する回答，各種統計，会議録等の作成等 

イ 図書館の施設利用に関する業務  

条例に基づき，次の業務を行います。なお，業務内容については，業

務の大要を示すものです。業務手順等については，別に示す「図書館等

スタッフマニュアル」や図書館等担当職員の指示に従うこと。 

（ア）業務内容 

・使用の許可に関する業務 

・使用の制限に関する業務 

・使用許可の取消しに関する業務 

・特別の設備等の許可に関する業務 

（イ）利用料金 

・図書館施設の利用料金は無料とする。 

・自動販売機スペースについては，障がい者団体に無償で貸与してい

ます。ただし，電気料については指定管理料に含まれます。 

ウ 受け付け案内に関する業務  

利用者から，図書館資料の検索，貸出や予約状況の確認及び市主催事

業等についての問い合わせがあった場合は，丁寧な応対を心がけ，かつ

適切な案内や回答に努めること。 

エ 貸出及び返却に関する業務 

（ア）図書館資料の貸出については，図書館利用カードの提示を求め，「図

書館システム」で貸出を行うこと。 

（イ）返却の際には，汚破損，付録等の有無の確認を行うこと。 

（ウ）図書館等，守谷市保健センター及び守谷市文化会館に設置されてい

る返却ポストの管理及び投函された図書館資料の返却処理を適切に行

うこと。 

オ 貸出し制限に関する業務  

守谷市立図書館等管理運営規則（平成７年守谷町教育委員会規則第３
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号）第１０条第２項及び第１１条の規定により，図書館資料の貸出しを

制限することができる。 

カ 図書館利用カードの登録に関する業務  

（ア）図書館資料の貸出しを受ける者には，個人又は団体の利用登録をさ

せること。 

（イ）図書館利用カードの発行時には，図書館等の利用について十分説明

すること。 

※ 図書館利用カードを登録できる者 

・ 守谷市内に居住している者 

・ 市内に通勤している者 

・市内の幼稚園，保育所，認定こども園，小学校，中学校，高等学校

に通所，通園，通学している者  

・ その他教育委員会が認める者（広域利用者：つくばみらい市在住） 

キ 図書館資料の督促に関する業務 

図書館資料の返却が遅れた場合には，電話，メール，ハガキ，封書な

ど適切な方法で督促を行うこと。また，督促しても返却されない場合は，

利用者宅への訪問など図書館資料の回収に努めること。 

ク 図書館等の事業の周知及び利用に関する業務 

（ア）市広報への記事の掲載 

（イ）図書館等のホームページの作成及び更新等 

（ウ）施設案内リーフレットの作成及び配布 

（エ）外国人サービス（外国語表記の案内等の設置） 

（オ）各種事業のチラシ，館内催物情報等の作成及び配布 

（カ）事業報告又はもりやの図書館等概要等，図書館等の業務に関する資

料及び報告書の作成及び配布 

ケ 図書館資料の管理に関する業務 

（ア）図書館資料を適切に分類して配架し，利用者の要望に応じ，配架場

所への案内や検索の支援などを行い，禁帯出図書館資料を除き自由に

閲覧できるようにすること。 

（イ）利用者が故意又は過失により図書館資料を紛失又は汚破損した場合

は，書面による届出を提出させ，条例第１２条の規定に基づき賠償さ

せなければならない。ただし，館長が汚破損の程度により修理によっ

て利用可能と判断した場合は弁償を免除できるものとする。  

コ 図書館資料複写に関する業務 

（ア）利用者が図書館資料の複写を希望する場合は，著作権法（昭和４５

年法律第４８号）に規定する範囲内に限られることを説明し，申込書

の記載内容を確認のうえ承認すること。  

（イ）利用者から徴収するコピー使用料は指定管理者の収入とする。  
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（ウ）利用者から徴収するコピー使用料は教育委員会の設定額とする。  

（エ）業務に必要な複写機は，指定管理者が借上げるものとする。 

サ 予約・リクエストに関する業務 

（ア）貸出中の図書館資料への貸出希望は，予約として受け付けし，その

図書館資料が返却された場合は，遅滞なく予約者に適切な方法で連絡

すること。 

（イ）図書館等に所蔵していない図書館資料の閲覧及び貸出の希望につい

ては，リクエストとして受け付けし，指定管理者の司書職員等で構成

された「選書会」を設置し，リクエストされた資料の購入，提供等に

ついて判断すること。  

（ウ）「選書会」で提供の可否が決定された場合は，速やかに相手に決定

内容を伝えること。  

（エ）他の公共図書館等で所蔵している資料については，茨城県図書館情

報ネットワーク，国立国会図書館サーチ等を利用して適宜検索を行う

こと。 

・ 茨城県内の公共図書館については，相互貸借制度を利用すること。 

・  その他の図書館については，相手先の図書館と協議して適切に対

応すること。なお，県外公共図書館からの借受には郵送料が必要

です。 

シ 資料の寄贈又は寄託に関する業務 

（ア）守谷市立図書館等管理運営規則第２４条の規定により，資料の寄贈

又は寄託を受ける場合は，所定の寄贈（寄託）申込書により受け付け，

寄贈又は寄託する資料の内容や図書館等の所蔵状況等により受け入

れの可否を決定すること。 

（イ）寄贈申込があった資料で，受け入れを決定した資料については「図

書館システム」で受け入れ処理を行い，通常の図書館資料に準じて利

用に供するものとする。 

（ウ）寄贈申込があった資料で受け入れしないものについては，リサイク

ル又は廃棄処分する場合があることを説明し，あらかじめ寄贈者の承

諾を得ること。 

ス レファレンスサービスに関する業務 

利用者からレファレンスがあった場合は，文献，郷土資料，インター

ネットなどを活用して質問内容を詳細に調べ，知りたい内容等が記載さ

れた図書資料，ホームページ，出典，所蔵図書館等の様々な情報を提供

すること。 

セ 郷土資料に関する業務 

郷土資料の収集及び保存に努めること。 

ソ ブックスタート事業に関する業務 
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守谷市保健センターで実施する３～４か月児健康診査の際，児童とそ

の保護者を対象に，読み聞かせの推奨メッセージを添えてブックスター

トパック（絵本とコットンバッグ）を手渡すこと。その際には，図書館

利用カードの登録など利用促進も図ること。 

タ 図書館システム運営に関する業務  

（ア）図書館システムは，教育委員会が契約しているシステムを使用する

ものとする。 

（イ）指定管理業務を行う上で，新たな機能追加又は改変等のシステム変

更等が必要な場合には，教育委員会と協議すること。  

（ウ）図書館システムに異常が発生した場合は，迅速に保守担当業者に連

絡し，速やかに復旧を目指すとともに，教育委員会に報告すること。 

チ 図書館資料の選定に関する業務  

（ア）指定管理者は，指定管理者の司書職員等で構成された「選書会」を

設置し，図書館資料の選定リストを作成し，教育委員会の承認を受け

ること。また，指定管理者は「選書会」に教育委員会の職員を出席さ

せること。  

（イ）図書館資料については，図書館等に所蔵すべき適切な図書館資料の

選定を念頭に置き，利用者のニーズも反映させながら，新刊目録冊子

等を活用し，守谷市立図書館等資料収集規程（平成１４年守谷市教育

委員会訓令第１号）に基づき選書を行うこと。  

ツ 図書館資料の収集に関する業務  

（ア）選書した図書館資料は，購入予定リストを作成し，速やかに教育委

員会に提出すること。  

（イ）図書館資料の購入は，教育委員会が行うものとする。 

テ 図書館資料の分類・配列に関する業務  

（ア）収集した図書館資料は，日本十進分類法,図書館が作成した図書整

理仕様書に基づき，規則正しく正確に分類すること。 

（イ）前記により分類された図書館資料を識別するためのラベルを図書整

理仕様書のとおりに装備すること。 

ト 図書館資料の整理及び確認に関する業務 

毎年１回蔵書点検の期間（７日以内）を設け，全図書館資料を「図書

館システム」の蔵書データと照合し，所蔵している図書館資料の整理及

び確認を行うこと。 また，不明の図書館資料は，リストアップして，

教育委員会の承認を受けて除籍等の処理を行うこと。 

ナ 図書館資料の保存及び除籍に関する業務 

（ア）汚破損した図書館資料は，ボランティアの協力を得て修理を行い，

できるだけ良好な状態に保全して利用者に提供すること。 

（イ）経年劣化した図書館資料及び利用頻度が少ない図書館資料は書庫へ
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移動して保存すること。  

（ウ）汚破損した図書館資料及び書庫に移動した図書館資料で長期間利用

がほとんど無いものについては，資料的価値を考慮したうえで不用と

判断した場合は，除籍処理を行うこと。 

（エ）除籍した図書館資料については，守谷市立図書館等資料廃棄規程（平

成９年守谷町教育委員会規程第７号）に従い，廃棄図書館資料リスト

を作成し，教育委員会の承認を受けること。 

（オ）教育委員会の承認を受け廃棄を決定した図書館資料は，図書館シス

テムで除籍処理を行うこと。 

（カ）除籍処理が終了した図書館資料は，保存年限終了の雑誌とともに，

図書館まつりでのリサイクルブックフェアで有料販売や無償配布を

行うなど，市民へ還元を図ること。なお，図書の販売代金は，市の収

入とする。 

ニ 図書館資料の目録の整備に関する業務  

図書館資料の目録は，適正かつ正確に整備するものとし，図書館シス

テムの登録をもって目録とすることができるものとする。 

ヌ 図書館等の事業の企画・実施に関する業務  

図書館等の事業の企画・実施に当たっては，実施実績（平成２６年度

図書館等実施事業一覧表参照）を参考とし，下記の点に留意の上，同等

以上の事業を積極的に行うものとする。 

（ア）おはなし会等は，読み聞かせボランティアグループと連携して開催

し，協働による事業の充実に努めること。 

（イ）講演会，イベント等は，魅力ある事業の開催に努めること。 

 

○平成２６年度図書館等実施事業一覧表 

事業名 内 容 開催日・開催回数 

子ども読書まつり 絵本作家の講演会，工作，おは

なし会など 

4/23～5/12 

図書館まつり 講演会，工作，おはなし会，リ

サイクルブックフェアなど 

11/2～11/12 

おはなし会ボランテ

ィア養成講座 

ボランティア活動をする人のた

めの研修 

1/23～2/6：３回 

おはなし会ボランテ

ィア養成講座（ステッ

プアップ，中級） 

ボランティア活動をしている人

のための研修 

12/19，1/16：２回 

おはなし会（紙芝居，

絵本等） 

ボランティア，図書館職員によ

るおはなし会 

通年 

８６回 

ブックスタート ３～４か月児健診の際に絵本と ２５回 
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バッグをプレゼント 

ブックトーク テーマを決めて何冊かの本を児

童，生徒に紹介 

小学校４校，８回 

中学校１校，１回 

図書館見学会 ナイトツアー，図書館見学ツア

ー 

４回 

中学生職場体験 市内４校 ４回 

ネ 図書館の施設及び設備の維持管理に関する業務 

（ア）図書館施設の適正な運営を図るため，施設及び設備の保守点検を行

うこと。なお，経費の負担及び内容については，P13参考資料１を参

照すること。 

（イ）図書館の機能と環境を良好に維持するため，施設の清掃を行うこと。 

（ウ）図書館の清掃の実施と併せて，トイレットペーパーや石鹸などの必

要な消耗品の補充を行うこと。 

（エ）指定管理業務の履行により生じた廃棄物について，関係法令等に基

づく適正な処理を行うこと。 

（オ）図書館の環境を良好に維持するため，敷地内の清掃及び除草を行う

こと。 

（カ）施設内は，バリアフリー化を心掛け，備品の配置や人の動線の設定，

掲示等に配慮すること。 

（キ）図書館の防火及び防災に万全を期し，利用者が安心して利用できる

環境を確保するため，防火管理者を置くこと。 

（ク）施設の状況や設備の作動状況，物品の状態などに注意し，不具合な

ど支障の発生を予防すること。 

（ケ）施設の効率的な管理運営を行い，経費の節減に努めること。 

（コ）施設の管理に関する諸法令，条例及び規則等を遵守すること。 

（サ）施設の利用を制限する作業等を行う場合は，教育委員会と協議する

こと。 

ノ 安全対策及び監視体制に関する業務 

（ア）施設内での利用マナーの向上に努めること。 

（イ）災害や事故等の発生の防止に努めること。 

（ウ）図書館等の建物内における飲食については，図書館の休憩コーナー

及びスタッフラウンジ以外禁止とすること。  

（エ）図書館の敷地内及び分室内は禁煙とすること。 

（オ）施設内の清掃で，衛生的に良好な状態に保つことができないおそれ

がある場合には，速やかに必要な措置を講じること。  

（カ）突発的に施設の安全又は管理運営に支障が生じた場合は，この仕様

書の記載の有無にかかわらず，指定管理者は，安全の確保及び適切な

管理運営を行うために必要な措置を講じなければならない。  
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（キ）施設の安全かつ適切な運営及び利用者に必要な情報を提供するため，

施設内に必要な掲示を行い，適切に管理すること。 

ハ 施設見学，実習等の受入及び研修会等に関する業務  

（ア）施設見学，職場体験学習及び実習等については，業務に支障を来た

さない範囲でできるだけ受け入れること。  

（イ）茨城県立図書館又は茨城県図書館協会主催の研修会，各種会議及び

大会へは積極的に参加すること。  

ヒ 図書館駐車場に関する業務 

図書館駐車場は，利用者が安全に利用できるよう適切に維持管理する

こと。 

フ 図書館の備品に関する業務 

（ア）備品は指定期間中，教育委員会が指定管理者へ貸与し，指定管理者

が備品台帳で管理を行うこと。 

（イ）指定管理者は指定期間中，備品を常に良好な状態に保つよう努める

こと。  

（ウ）備品が経年劣化等により使用不能となった場合には，指定管理者が

購入するものとする。ただし，１０万円を超える備品については，教

育委員会と協議し，必要に応じて教育委員会が購入，調達するものと

する。  

（エ）指定管理者が故意又は過失により毀損滅失したときは，教育委員会

と協議し，必要に応じて指定管理者が弁償又は同等品を購入，調達す

るものとする。  

（オ）指定管理者が指定管理料で購入した備品は，市の所有物とし備品台

帳で管理を行うものとする。 

（カ）指定管理者は，教育委員会が無償貸与する次の車両を用いて，図書

館等の業務（図書配送業務を含む。）を行うものとする。 

貸与する車

両登録番号 
車体番号 排気量 初度検査年月 用途等 

つくば 400 

す６３２０ 

ニッサン 

ＶＲ2Ｅ26－005496 
1.99Ｌ 平成24年 

配送及び 

事務連絡等 

ａ 車両の運行については，安全を心がけ，交通法規その他関係法令

を遵守の上，適正な運用を行うこと。 

ｂ 貸与する車両には，運行責任者を定めるほか，運行状況がわかる

書類を整備すること。  

ｃ 車両が損壊した場合には，遅滞なくその状況を教育委員会に報告

すること。 

ｄ 指定管理者が車両の運用中に事故が発生した場合は，警察，消防

に連絡する等，適切に対応し，遅滞なくその状況を教育委員会に
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報告しなければならない。 

ヘ 個人情報保護 

（ア）業務を実施するに当たって，個人情報を取り扱う場合は守谷市個人

情報保護条例（平成１３年守谷町条例第３４号）を遵守して，その取

扱いに十分に留意し，知り得た秘密，情報を外部に漏らし，又は他の

目的に使用してはならない。 

（イ）業務の指定期間が満了するなど，業務に従事しなくなった後におい

ても同様とする。 

ホ 利用者の要望や苦情に関する業務 

利用者からの要望や苦情等については，誠意を持って対応すること。

また，教育委員会へ報告する必要があると認められる場合は，速やかに

報告すること。 

マ 関係機関・関係団体との連絡調整に関する業務 

教育委員会，他の公共図書館及び図書館協会などの関係機関並びにボ

ランティア団体との連絡調整を円滑に行うこと。 

ミ 学校図書館への支援業務 

（ア）学校との連携による事業等 

（イ）学校への団体貸出しの実施 

（ウ）学校からリクエストがあった図書館資料及び学校間で貸借する図書

資料について，分室への配送業務の際に，依頼のあった学校図書館へ

配送を行う。 

（エ）学校図書館の選書へのアドバイスの実施 

（オ）破損した学校図書館資料のボランティアによる修理支援 

ム その他教育委員会が定める業務 

（４）分室の業務 

分室の業務は，項目のみ記載しています。業務内容は図書館の業務に準

じます。後記の図書館業務の番号箇所を参照してください。 

ア 図書館の施設利用に関する業務 ４（３）イ 

イ 受け付け案内に関する業務 ４（３）ウ 

ウ 貸出及び返却に関する業務 ４（３）エ 

エ 貸出し制限に関する業務  ４（３）オ 

オ 図書館利用カードの登録に関する業務  ４（３）カ 

カ 窓口での図書館資料の督促に関する業務 ４（３）キ 

キ 図書館資料の管理に関する業務 ４（３）ケ 

ク 予約・リクエストの受け付けに関する業務 ４（３）サ 

ケ レファレンスサービスに関する業務 ４（３）ス 

コ 図書館資料の分類・配列に関する業務 ４（３）テ 

サ 図書館資料の整理及び確認に関する業務 ４（３）ト 
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シ 分室の管理に関する業務 

分室については，図書室部分の通常管理のみとする。なお，建物の管

理者との管理区分は別に定める公民館図書室修繕等管理区分表のとお

りとする。 

ス 安全対策及び監視体制に関する業務 ４（３）ノ 

セ 分室の備品に関する業務 

ソ 個人情報保護に関すること ４（３）ヘ 

タ 利用者の要望や苦情に関する業務 ４（３）ホ 

チ 関係機関・関係団体との連絡調整に関する業務 ４（３）マ 

ツ その他教育委員会が定める業務 

 

５ 業務に関する報告  

指定管理者は，次の報告書を報告期限までに教育委員会に提出すること。 

（１）月間事業報告書 

毎月終了後，翌月１５日までに前月の利用状況を集計し，報告すること。  

図書館等利用状況【開館日数，入館者数，利用者数，貸出冊数，登録者数】 

（２）年間事業報告書 

毎年４月末日までに前年度の利用状況を集計し，報告すること。  

※ 月間事業報告書の合計及び分類別蔵書数（各種類別），各種年次統計 

（３）自己評価書 

毎年４月末日までに前年度の指定管理業務に対する自己評価書を提出

すること。 

（４）もりやの図書館等概要 

毎年５月末日までに，図書館等の活動内容をまとめて作成し報告するこ

と。 

（５）その他の調査及び報告への協力 

教育委員会の要請に応じて，業務全般に関する調査及び報告について協

力すること。 

 

６ 指定管理者の自主事業  

指定管理者は自主事業を積極的に実施するものとする。なお，実施に当た

っては，次の事項に留意すること。  

（１）図書館等利用者への利便性の向上に関するもの，又は施設の設置目的に

あったものとすること。  

（２）指定管理者自己の責任と費用負担により実施すること。  

（３）自主事業の実施については，あらかじめ教育委員会と協議を行い，承認

を受けること。  
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７ 緊急対応，危機管理対応  

（１）施設内では利用者の安全に配慮し，事故防止を徹底すること。 

（２）事故等が発生した場合に備えて，指定管理者は，あらかじめ緊急時にお

ける対応マニュアル・緊急時連絡網（法人本社等，医療機関，市，教育委

員会，その他）を作成し，教育委員会に提出すること。  

（３）事故が発生した場合には，緊急措置を講じるほか，状況に応じて関係機

関に連絡を取って対処すること。 

（４）地震・火災などの災害が発生した場合には，迅速かつ的確に情報を利用

者に伝達するとともに，避難誘導体制を確立し，安全を確保すること。ま

た，定期的に避難訓練を実施すること。 

（５）消防法（昭和２３年法律第１８６号）に基づく甲種防火対象物の防火管

理者を置くこと。なお，必要な資格を習得していない場合は，速やかに資

格取得のための講習を受講すること。 

（６）館長及び副館長は，消防署が主催する普通救命講習を受講し，応急処置

（急病人対応を含む），ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の操作方法等につ

いて習得すること。また，業務への従事者についても積極的に習得するよ

うにすること。 

（７）事故等については，直ちに事故報告書により教育委員会に報告し，その

指示に従うこと。 
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参考資料１ 

平成２７年度職員及び業務従事者配置 

 職員 業務従事者 

図書館 １０ １８ 

分室 ０ １６ 

合計 １０ ３４ 

※ 職員数には，館長，副館長も含んでいます。 

※ 業務従事者は，図書館の週５日勤務者１名及び週３日勤務の早番，遅番交

代制の人数です。 

 

光熱水費及び業務委託等経費の負担 

市：○ 指定管理者：● 

項   目 H28 H29 H30 

光熱水費 ● ● ● 

図書配送業務 ● ● ● 

建物清掃業務 ○ ● ● 

警備保障 ○ ○ ○ 

設備運転管理 ○ ○ ○ 

自動ドア・昇降機保守点検 ○ ○ ○ 

空調設備保守点検 ● ● ● 

自家用電気保守点検 ○ ○ ○ 

電話設備保守点検 ● ● ● 

ＢＤＳ 機器保守点検 ● ● ● 

火災報知設備等保守点検 ○ ○ ○ 

 

平成２６年度 光熱水費及び業務委託支出額    （単位：円） 

業 務 名 委 託 料 内  容 

光熱水費 7,841,131  

図書配送業務 891,779  

建物清掃業務 8,024,572  

空調設備保守点検  1,198,800 年間点検整備，自動制御点検（2 回） 

電話設備保守点検 129,600 月次点検（6 回） 

ＢＤＳ機器保守点検  237,600 年 2 回 

 

平成２５年度 光熱水費及び業務委託支出額    （単位：円） 

業 務 名 委 託 料 内  容 

光熱水費 6,698,275  
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図書配送業務 855，855  

建物清掃業務 7,812,000  

空調設備保守点検  1,144,500 年間点検整備，自動制御点検（2 回） 

電話設備保守点検 126,000 月次点検（6 回） 

ＢＤＳ機器保守点検  231,000 年 2 回 

 

平成２４年度 光熱水費及び業務委託支出額    （単位：円） 

業 務 名 委 託 料 内  容 

光熱水費 5,997,606  

図書配送業務 867，240  

建物清掃業務 7,812,000  

空調設備保守点検  1,144,500 年間点検整備，自動制御点検（2 回） 

電話設備保守点検 126,000 月次点検（6 回） 

ＢＤＳ機器保守点検  231,000 年 2 回 

 

公民館図書室修繕等管理区分表 

 中央公民館 郷州公民館 高野公民館 北守谷公民館 

公

民

館

指

定

管

理

者 

壁・床・天井 壁・床・天井 壁・床・天井 壁・床・天井 

窓・サッシ・ドア 窓・サッシ・ドア 窓・サッシ・ドア 窓・サッシ・ドア 

照明器具 照明器具 照明器具 照明器具 

蛍光灯(管) 蛍光灯(管) 蛍光灯(管) 蛍光灯(管) 

消火器 消火器 消火器 消火器 

エアコン エアコン エアコン エアコン 

    

    

図

書

館

指

定

管

理

者 

書架(雑誌架含む) 書架(雑誌架含む) 書架(雑誌架含む) 書架(雑誌架含む) 

カウンター用品 カウンター用品 カウンター用品 カウンター用品 

いす いす いす いす 

テーブル テーブル テーブル テーブル 

ブラインド ロールブラインド ブラインド ブラインド 

新聞ラック 新聞ラック 新聞ラック 新聞ラック 

電話 電話 電話 電話 

カーペット ファックス 畳(児童架)  
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参考資料２ 

平成２６年度図書館等関連団体リスト 

No. 団体名 人数 活動日 活動内容 

1 図書館と歩む会 58 第 2 木曜 図書館等の事業への協力，会

報紙の発行 

2 朗読ボランティア

「コスモス」 

9 第 2，第 4水曜 音訳テープ作成（社協だよ

り），施設訪問朗読 

3 音訳ボランティア

「かっこう」 

9 水曜日（月２

回） 

音訳（広報もりや，お知らせ

版，議会だより） 

4 ヴェルデ 4 第４水曜日 図書館まつりイベント協力 

5 手話サークル「ふ

れあい」 

14 第１，第３金

曜 

手話学習会 

6 点訳サークル「き

つつき」 

3 随時 点訳本， 

7 ボランティアメイ

ト 

13 水，木，金 図書館資料の修理 

8 おはなしクラブわ

らべ 

13 木曜午後 おはなし会，人形劇（保育所，

子育て支援センター） 

9 お話しゃぼんだま 3 第２金曜 おはなし会 

10 おはなしの泉 10 第３水曜 読み聞かせ，パネルシアター 

11 お話まつぼっくり 11 第４木曜 

随時 

おはなし会（小学校，幼稚園，

児童センター，図書館） 

12 こぐまのおうち 8 第１火曜，第

２か第３水曜 

おはなし会 

13 ととけっこう 3 第４火曜 読み聞かせとわらべ歌遊び 

14 高野文庫 26 第３木曜 高野小学校 PTA 室で本の貸

出 

15 大野地区文庫 5 第２，第４水

曜日 

大野地区公民館で本の貸出 

16 守谷古文書サーク

ル 

16 火曜日午前中 古文書の解読 

17 絵本を楽しむ会 10 隔月 絵本の楽しみ方を勉強 

18 おはなしモリモリ 7 第３日曜 おはなし会 

19 おはなしどんどこ

どん 

11  おはなし会 

20 なおきゃんず 3  おはなし会 

合計：20 団体，236 人 
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守谷市立図書館等の管理に関する基本協定書 

 

守谷市（以下「甲」という。）と図書館流通センター・常総ビル整美共同事

業体（以下「乙」という。）は，次のとおり，守谷市立図書館及び分室（以下

これらを総称して「本施設」という。）の管理に係る基本協定（以下「本協定」

という。）を締結する。 

 

第１章 総 則 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は，乙が指定管理者として，本施設を適正かつ円滑に管理する

ために必要な基本事項を定めることを目的とする。 

 

（指定管理者の指定の意義） 

第２条 甲及び乙は，本施設の管理に関して甲が指定管理者の指定を行うこと

の意義は，民間事業者たる乙の能力を最大限に活用して市民サービスを向上

させ，本施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成し，もって本施設が市民

の教育と文化の発展に寄与することにあることを確認する。 

 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第３条 乙は，本施設の設置目的，指定管理者の指定の意義及び指定管理者が

行う本施設の管理に関する業務（以下「本業務」という。）の実施に当たっ

て求められる公共性を十分に理解し，その趣旨を尊重するものとする。 

２ 甲は，本業務が利益の創出を基本とする民間事業者によって実施されるこ

とを十分に理解し，その趣旨を尊重するものとする。 

 

（信義誠実の原則） 

第４条 甲及び乙は，互いに協力し信義を重んじ，本協定を誠実に履行しなけ

ればならない。 

 

（用語の定義） 

第５条 本協定で用いる用語の定義は，次のとおりとする。 

（１）「指定管理料」とは，甲が乙に対して支払う本業務の実施に関する対価

のことをいう。 

（２）「自主事業」とは，第８条に規定した本業務以外の業務で，乙が自己の

責任と費用において実施する業務のことをいう。 

（３）「年度協定」とは，本協定に基づき，甲と乙が毎年度締結する協定のこ

とをいう。 

（４）「不可抗力」とは，天災（地震，津波，落雷，暴風雨，洪水，異常降雨，

土砂崩壊等），人災（戦争，テロ，暴動等），法令変更及びその他甲及び

乙の責めに帰すことのできない事由をいう。 

なお，施設利用者数の増減は，不可抗力に含まないものとする。 

（５）「募集要項等」とは，守谷市立図書館等指定管理者募集要項，募集要項
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添付資料及びそれらに係る質問・回答のことをいう。 

 

（管理物件） 

第６条 本業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は，管理施設

及びそれに付随する設備（以下「管理施設」という。）及び管理物品からな

り，管理施設及び管理物品の内容は，別紙１のとおりとする。 

２ 乙は，善良なる管理者の注意をもって管理物件を管理しなければならない。 

 

（指定期間及び会計年度） 

第７条 本業務の指定期間は，平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日

までとする。 

２ 本業務に係る会計年度は，毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

第２章 本業務の範囲と管理の基準 

（本業務の範囲） 

第８条 乙が行う業務は，守谷市立図書館等の設置及び管理に関する条例（平

成２７年度守谷市条例第２１条）第１４条に定めるものとし，その詳細は，

別に定める業務仕様書のとおりとする。 

（１）本施設の設置目的を達成するために必要な事業を実施する。 

（２）本施設の使用に関する業務 

（３）本施設の維持管理に関する業務 

（４）その他教育委員会が必要と認める業務 

 

（甲が行う業務の範囲） 

第９条 次の業務については，甲が自らの責任と費用において実施するものと

する。 

（１）本施設の目的外使用許可に関する業務 

（２）本施設を利用する権利に関する処分についての不服申立てに関する業

務 

（３）本施設の改築改修に関する業務（大規模修繕工事等） 

（４）図書館資料の購入に関する業務。ただし，資料の選書及び発注業務に

ついては，乙が行うものとする。 

 

（管理の基準） 

第１０条 乙が本業務を実施するに当たって満たさなければならない管理の

基準は，募集要項等のとおりとする。 

 

（業務範囲及び管理の基準の変更） 

第１１条 甲又は乙は，必要と認める場合は，相手方に対する通知をもって第

８条で定めた本業務の範囲及び前条で定めた管理の基準の変更を求めるこ

とができる。 

２ 甲又は乙は，前項の通知を受けた場合は，協議に応じなければならない。 
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３ 業務範囲又は管理の基準の変更及びそれに伴う指定管理料の変更等につ

いては，前項の協議において決定するものとする。 

 

第３章 本業務の実施 

（本業務の実施） 

第１２条 乙は，本協定，年度協定，募集要項等及び乙が図書館等の指定管理

者の応募に当たり提出した業務提案書（以下「提案書」という。）に従って

本業務を実施するものとする。重点事項は，別紙２のとおりとする。 

 

（開業準備） 

第１３条 乙は，第７条に定める指定期間の開始日（以下「指定開始日」とい

う。）に先立ち，本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し，必要な研

修等を行わなければならない。 

２ 乙は，必要と認める場合には，指定開始日に先立ち，甲に対して管理施設

の視察を申し出ることができるものとする。 

３ 甲は，乙から前項の申出を受けた場合は，合理的な理由のある場合を除い

てその申出に応じなければならない。 

 

（第三者による実施） 

第１４条 乙は，事前に甲の承諾を受けた場合を除いて，本業務の一部を第三

者に委託し，又は請け負わせてはならない。 

２ 乙が本業務の一部を第三者に実施させる場合は，全て乙の責任及び費用に

おいて行うものとし，本業務に関して乙が使用する第三者の責めに帰すべき

事由により生じた損害及び増加費用については，全て，乙の責めに帰すべき

事由により生じた損害及び増加費用とみなして，乙が負担するものとする。 

 

（管理施設の維持保全） 

第１５条 管理施設の修繕・改修は，１件につき１０万円（消費税及び地方消

費税を含む。）以上の修繕・改修については甲が自己の費用と責任において

実施するものとし，１件につき１０万円（消費税及び地方消費税を含む。）

未満の修繕については乙が自己の費用と責任において実施するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，乙の責めに帰すべき事由（故意，過失，怠慢等）

により生じたものについては，乙の負担とする。 

 

（緊急時の対応） 

第１６条 指定期間中，事故や災害等の緊急事態が発生した場合，乙は速やか

に必要な措置を講じるとともに，甲を含む関係者に対して緊急事態発生の旨

を通報しなければならない。 

２ 事故等が発生した場合，乙は甲と協力して事故等の原因調査に当たるもの

とする。 
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（情報管理） 

第１７条 乙及び本業務に従事する者（以下この条において「従事者」という。）

は，本業務の実施によって知り得た秘密及び甲の事務で一般に公開されてい

ない事項を外部へ漏らし，又は他の目的に使用してはならない。指定期間が

満了し，若しくは指定を取り消され，又は従事者の職務を退いた後において

も同様とする。 

２ 乙は，個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び守谷

市個人情報保護条例（平成１３年守谷町条例第３４号）並びに別紙３「個人

情報取扱特記事項」の規定を遵守し，本業務の実施に関して知り得た個人情

報の漏洩，滅失及びき損等の事故の防止その他の個人情報の適正な管理のた

めに必要な措置を講じなければならない。 

 

第４章 備品等 

（甲による備品等の貸与） 

第１８条 甲は，別添１に示す管理物品を，無償で乙に貸与する。 

２ 乙は，指定期間中，管理物品を常に良好な状態に保つものとする。 

３ 管理物品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくな

った場合，甲は，乙との協議により，当該管理物品を購入又は調達するもの

とする。 

４ 乙は，自己の責めに帰すべき事由により管理物品をき損滅失したときは，

甲との協議により，甲に対しこれを弁償又は自己の費用で当該物と同等の機

能及び価値を有するものを購入又は調達しなければならない。 

 

（乙による備品等の購入等） 

第１９条 乙は，自己の費用により備品等を購入又は調達し，本業務実施のた

めに供することができるものとする。 

 

第５章 業務実施に係る甲の確認事項 

（年度別事業計画書及び収支予算書） 

第２０条 乙は，毎年度甲が指定する期日までに翌年度の事業計画書（以下こ

の条において「年度別事業計画書」という。）及び収支予算書を甲に提出し，

その内容が本協定，募集要項等及び提案書に適合することの確認を得なけれ

ばならない。 

２ 前項の規定は，年度別事業計画書又は収支予算書を変更しようとするとき

に準用する。 

３ 甲は，必要があると認めるときは，年度別事業計画書又は収支予算書の変

更を乙に求めることができる。 

 

（事業報告書） 

第２１条 乙は，本業務に関し，次の各号に示す事項を記載した事業報告書を

月及び年度ごとに作成し，甲に提出しなければならない。 

（１）本業務の実施状況に関する事項 
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（２）管理施設の利用状況に関する事項 

（３）料金収入の実績及び管理経費等の収支状況等 

（４）自主事業の実施状況に関する事項 

（５）その他甲が指示する事項 

２ 前項の報告書の提出は，月の分については毎月終了後３０日以内に，年度

の分については自己評価書を添付し，年度終了後３０日以内に，それぞれし

なければならない。ただし，年度の途中において指定を取り消されたときは，

その取り消された日から起算して３０日以内に当該年度の当該日までの間

の事業報告書を提出しなければならない。 

 

（業務報告の聴取等） 

第２２条 甲は，図書館等の管理の適正を期するため，乙に対し，前条第１項

各号の事項に関し，定期に，又は必要に応じて臨時に報告を求め，実地に調

査し，又は必要な指示をすることができる。 

２ 乙は，前項の指示を受けた場合は，速やかにこれに従わなければならない。 

 

第６章 指定管理料及び利用料金 

（指定管理料の支払い） 

第２３条 甲は，本業務実施の対価として，乙に対して指定管理料を支払う。 

２ 甲が乙に対して支払う指定管理料の詳細については，別途「年度協定」に

定めるものとする。 

 

（指定管理料の変更） 

第２４条 甲又は乙は，指定期間中に賃金水準若しくは物価水準の変動又はそ

の他やむを得ない事情により当初合意された指定管理料が不適当となった

と認めるときは，相手方に対して書面をもって指定管理料の変更を申し出る

ことができるものとする。 

２ 甲又は乙は，前項の申出を受けた場合は，協議に応じなければならない。 

３ 変更の要否や変更金額等については，前項の協議により決定するものとす

る。 

 

（利用料金収入の取り扱い） 

第２５条 乙は，図書館等に係る利用料金を自己の収入として，収受すること

ができる。 

 

第７章 損害賠償及び不可抗力 

（損害賠償等） 

第２６条 乙は，故意若しくは過失により管理物件を損壊し，又は滅失したと

きは，それによって生じた損害を甲に賠償しなければならない。ただし，甲

が特別の事情があると認めたときは，甲は，その全部又は一部を免除するこ

とができる。 
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（第三者への賠償） 

第２７条 本業務の実施に当たり，乙の責めに帰すべき事由により第三者に損

害が生じた場合，乙は，その損害を賠償しなければならない。 

２ 甲は，乙の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対し

て賠償をした場合，乙に対して賠償した金額及びその他賠償に伴い発生した

費用を請求することができる。 

 

（保険） 

第２８条 本業務の実施に当たり，火災保険は甲が加入するものとする。 

２ 本業務の実施に当たり，賠償保険及び補償保険は甲が加入するものとする。 

 

（不可抗力発生時の対応） 

第２９条 不可抗力が発生した場合，乙は，不可抗力の影響を早期に除去すべ

く早急に対応措置をとり，不可抗力により発生する損害，損失及び追加費用

を最小限にするよう努力しなければならない。 

２ 不可抗力の発生に起因して乙に損害，損失及び追加費用が発生した場合，

乙は，直ちにその内容及び程度の詳細を甲に通知しなければならない。 

 

（不可抗力によって発生した費用等の負担） 

第３０条 甲は，前条第２項の通知を受けたときは，損害状況の確認を行った

上で，乙と協議を行い，不可抗力の判定及び費用負担等を決定するものとす

る。 

 

（不可抗力による一部の業務実施の免除） 

第３１条 甲は，前条に規定する協議の結果，不可抗力の発生により本業務の

一部の実施ができなくなったと認められた場合，不可抗力により影響を受け

る範囲内において，本協定に定める義務の一部を免除することができる。 

２ 甲は，乙が不可抗力により業務の一部を実施できなかったときは，乙との

協議の上，乙が当該業務を実施できなかったことにより免れた費用分を指定

管理料から減額するものとする。 

 

   第８章 指定期間の満了 

（業務の引継ぎ等） 

第３２条 乙は，本協定の終了に際し，甲又は甲が指定する者に対し，本業務

の引継ぎ等を行わなければならない。 

２ 甲は，必要と認める場合には，本協定の終了に先立ち，乙に対して甲又は

甲が指定する者による管理施設の視察を申し出ることができる。 

３ 乙は，甲から前項の申出を受けた場合は，特別な事情がある場合を除き，

その申出に応じなければならない。 

 

（原状回復義務） 

第３３条 乙は，本協定による指定期間が終了したときは，指定開始日の状態
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を基準として管理施設を原状に回復し，甲又は甲が指定する者に引き継がな

ければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，甲の承認を得たときは，乙は，管理施設の原状

回復は行わずに，甲又は甲が指定する者に引き継ぐことができる。 

 

（備品等の取り扱い） 

第３４条 本協定の終了に際し，備品等の取り扱いについては，次のとおりと

する。 

（１）管理物品については，乙は，甲又は甲が指定する者に対して引き継がな

ければならない。 

（２）第１９条に定める備品等については，乙は，自己の責任と費用で撤去・

撤収するものとする。ただし，甲と乙の協議において両者が合意したとき

は，甲又は甲が指定する者に対して引き継ぐことができるものとする。 

 

第９章 指定期間満了以前の指定の取消し等 

（甲による指定の取消し） 

第３５条 甲は，乙が第２２条の指示に従わないとき又は乙が次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは，その指定を取り消し，又は期間を定めて本

業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

（１）業務に際し不正行為があったとき。 

（２）甲に対し虚偽の報告をし，又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

（３）乙が本協定内容を履行せず，又はこれらに違反したとき。 

（４）自らの責めに帰すべき事由により，乙から本協定締結の解除の申出があ

ったとき。 

（５）その他乙の責めに帰すべき事由により，本業務を継続することができな

いとき。 

２ 前項の規定により指定を取り消し，又は期間を定めて本業務の全部若しく

は一部の停止を命じた場合において，乙に損害・損失及び追加費用が生じて

も，甲はその賠償の責めを負わない。 

 

 （指定の取消しに伴う措置） 

第３６条 乙は，前条の規定により指定を取り消されたときは，違約金として

当該指定が取り消された年度における年度協定に規定する指定管理料（指定

期間開始前に指定を取り消された場合は，指定期間の初年度における指定管

理料）の１０分の１を甲に支払わなければならない。 

２ 乙は，前条の規定により期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止が

されたときは，甲に違約金を支払わなければならない。違約金は，第１項に

定める範囲内で甲が定め，乙に通知するものとする。 

３ 甲は，実際に生じた損害が前２項に規定する違約金の額を上回る場合は，

別に損害賠償を請求することができる。 
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（不可抗力による指定の取消し） 

第３７条 甲又は乙は，不可抗力の発生により，本業務の継続等が困難と判断

した場合は，相手方に対して指定取消しの協議を求めることができるものと

する。 

２ 協議の結果，本業務を中止することについてやむを得ないと判断した場合，

甲は指定の取消しを行うものとする。 

 

（指定の取消し等に伴う乙の義務等） 

第３８条 第３２条から第３４条までの規定は，第３５条及び第３７条の規定

により指定を取り消され，又は期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停

止を命じられたときに，これを準用する。ただし，甲の承諾を受けたときは，

この限りでない。 

 

第１０章 その他 

（権利・義務の譲渡の禁止） 

第３９条 乙は，本協定によって生ずる権利及び義務を第三者に譲渡し，又は

継承させてはならない。ただし，事前に甲の承認を受けた場合は，この限り

でない。 

 

（自主事業の実施） 

第４０条 乙は，図書館等の設置目的に合致し，かつ，本業務の実施を妨げな

い範囲において，自己の責任と費用により，自主事業を実施することができ

るものとする。 

２ 乙は，自主事業を実施する場合は，甲に対して自主事業実施計画書を提出

し，事前に甲の承認を受けなくてはならない。 

３ 乙は，自主事業を実施するに当たっては，市民ニーズを考慮した企画実施

に取り組み，かつ，稼働率向上に努めることとする。 

 

 （本業務の実施に係る指定管理者の口座） 

第４１条 乙は，本業務の実施に係る収入及び支出を適切に管理するため，本

業務固有の銀行口座を開設し，その適切な運用を図るものとする。 

 

（請求，通知等の様式その他） 

第４２条 本協定に関する甲，乙間の請求，通知，申出，報告，承諾及び取消

しは，本協定に特別の定めがある場合を除き，書面により行わなければなら

ない。 

 

 （監査） 

第４３条 乙は，本業務に関して，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１９９条第７項の規定に基づき監査委員による監査が行われる場合又は同

法第９８条の規定に基づき議会から監査委員に対し甲の事務に関する監査

の求めがあって監査委員による監査が行われる場合には，出頭，調査，帳簿
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書類その他記録の提出等に応じなければならない。 

 

（市内の人材及び企業の活用） 

第４４条 乙は，本事業の実施に当たっては，市内の人材及び企業の活用に努

めるものとする。 

 

 （避難所に指定された場合の対応） 

第４５条 災害等により，管理施設が守谷市地域防災計画に基づく避難所とさ

れた場合，乙は，使用許可の取消等必要な措置を行うとともに，甲が行う避

難所の開設及び管理運営に関し，必要な協力を行わなければならない。 

 

（図書館協議会） 

第４６条 図書館の重要な方針について，図書館協議会へ諮問する場合は，教

育委員会の指示若しくは承認を得て行うこと。 

 

（協定の変更） 

第４７条 本業務に関し，その前提となる条件に大幅な変更が生じたとき又は

特別な事情が生じたときは，甲，乙協議の上，本協定を変更することができ

るものとする。 

 

（疑義についての協議） 

第４８条 本協定の各条項等の解釈について疑義を生じたとき又は本協定に

特別の定めのない事項については，甲，乙協議の上，これを定めるものとす

る。 

 

（裁判管轄） 

第４９条 本協定に関する紛争は，甲の所在地を管轄する地方裁判所を第一審

の裁判所とする。 
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本協定を証するため，本書を２通作成し，甲，乙がそれぞれ記名押印の上，

各１通を保有する。 

 

平成２８年  月   日 

 

甲 

所 在 地 茨城県守谷市大柏９５０番地の１ 

名  称 守谷市 

代 表 者 守谷市長 会田 真一   □印  

 

 

 

乙 

所 在 地 東京都文京区大塚三丁目１番１号 

名  称 図書館流通センター・常総ビル整美共同事業体 

代表企業 株式会社図書館流通センター 

代 表 者 代表取締役社長 石井 昭   □印  
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別紙１ 管理物件 

１ 管理施設 
（１）守谷市立図書館 

① 名 称 
   守谷中央図書館 
② 所在地 
   守谷市大柏９３７番地の２ 
③ 施設の規模，内容等 

   ア 敷地面積    ５，２３６㎡ 
   イ 建物の構造   鉄筋コンクリート造３階建て 
   ウ 建築面積    １，３８０．３６㎡ 

エ 延床面積    ３，５２２．７３㎡ 
オ 建物概要 １階 児童フロア，おはなしのへや，赤ちゃんのえき，

事務室，作業室，応接室，コンピューター室，ス

タッフラウンジ，給湯室，更衣室 

２階 一般フロア，閉架書庫，休憩コーナー 

３階 調査・研究フロア，視聴覚室，集会室１，集会室

２，ボランティア室，閉架書庫，閲覧コーナー１，

閲覧コーナー２，給湯室 

その他 エレベーター（２基），トイレ（各階） 

カ 屋外部分 駐車場（３５台），駐輪場(５９．４５㎡) 

（２）分室 

ア 守谷市中央公民館図書室 

所在地 守谷市百合ケ丘二丁目２５４０番地の１ 

イ 守谷市郷州公民館図書室 

所在地 守谷市みずき野五丁目３番地３ 

ウ 守谷市高野公民館図書室 

所在地 守谷市高野９３５番地 

エ 守谷市北守谷公民館図書室 

所在地 守谷市板戸井１９７７番地の２ 

 
２ 管理物品 

別添１ 「備品台帳」のとおり 
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別紙２ 

○指定管理重点事項 

１ 利用者アンケートを実施し，既存のサービスの向上及び新たなサービスの充

実を図り，多様化する市民ニーズに対応すること。  

２ 市民ボランティアや関係団体と連携を図るとともに，ボランティアの育成

や，関係団体との意見交換会の実施など，「協働の図書館運営」を推進する

こと。 

３ 市民への情報公開等を十分に行うこと。  

４ 職員の雇用に当たっては，現在雇用している図書館奉仕員の採用に努める

こと。 

５．小中学校図書館との連携，また学校教育との連携を進めること。  
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別紙３ 個人情報取扱特記事項 

 別添３ 株式会社図書館流通センター「個人情報保護マニュアル 

     ＪＩＳ Ｑ １５００１：２００６対応」のとおり 



 
 
 
 
 
 
 
 

守谷市立図書館等の管理に関する 
平成２８年度協定書 

 
 
 
 
 
 
 
 

守谷市教育委員会 
 

図書館流通センター・ 
常総ビル整美共同事業体 



 
 

 1 

目 次 

 

第 1 条 年度協定の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

第２条 業務内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

第３条 指定管理料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

第４条 疑義等の決定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 
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守谷市立図書館の管理に関する平成２８年度協定書 

 

守谷市（以下「甲」という。）と図書館流通センター・常総ビル整美共同事

業体（以下「乙」という。）とは，守谷市立図書館及び分室（以下これらを総

称して「本施設」という。）の管理に関して締結した守谷市立図書館等の管理

に関する基本協定書（以下「基本協定」という。）に基づき，守谷市立図書館

の管理に係る年度協定（以下「年度協定」という。）を締結する。 

 

（年度協定の目的） 

第１条 年度協定は，本施設の管理に関する業務（以下「本業務」という。）

の平成２８年度の業務内容及び本業務の実施の対価として支払われる指定

管理料を定めることを目的とする。 

 

（業務内容） 

第２条 業務内容は，平成２８年度事業計画書に定めるとおりとする。 

 

（指定管理料） 

第３条 甲は，本業務の実施の対価として，指定管理料年額として１１６，４

９３，０００円を支払う。ただし，光熱水費については，実使用料と市の算

定基準額と上下５％以上の差が生じたときは，甲と乙との協議により変更す

る場合があるものとする。上下５％以内の差であっても，計画停電等が要因

であることが明らかな場合は，甲と乙との協議により変更する場合があるも

のとする。 

２ 指定管理料の支払い方法は，毎月の分割払いとし，月額９，７０７，００

０円を支払うものとする。ただし，指定管理料年額から毎月の支払額を引い

た残額については，年度末に支払うものとする。 

３ 乙は，毎月２０日までに，当該月の指定管理料の支払いに関する請求書を

甲に送付するものとする。 

４ 甲は，当該請求書を受領してから３０日以内に乙に対して指定管理料を支

払うものとする。 

 

（疑義等の決定） 

第４条 年度協定に定めのない事項については，第一義的には基本協定による

ものとする。基本協定にも定めのない事項については，甲，乙の協議の上，

これを定めるものとする。 
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本協定を証するため，本書を２通作成し，甲，乙がそれぞれ記名押印の上，

各１通を保有する。 

 

平成２８年  月  日 

 

甲 

所在地 茨城県守谷市大柏９５０番地の１ 

名 称 守谷市 

代表者 守谷市長 会田 真一  □印  

 

 

乙 

所 在 地 東京都文京区大塚三丁目１番１号 

名  称 図書館流通センター・常総ビル整美共同事業体 

代表企業 株式会社図書館流通センター 

代 表 者 代表取締役 石井 昭  □印  

  

 



 
 
 
 
 
 
 
 

守谷市立図書館等の管理に関する 
平成２９年度協定書 

 
 
 
 
 
 
 
 

守谷市教育委員会 
 

図書館流通センター・ 
常総ビル整美共同事業体 



 
 

 1 

目 次 

 

第 1 条 年度協定の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

第２条 業務内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

第３条 指定管理料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

第４条 疑義等の決定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

  



 
 

 2 

守谷市立図書館等の管理に関する平成２９年度協定書 

 

守谷市（以下「甲」という。）と図書館流通センター・常総ビル整美共同事

業体（以下「乙」という。）とは，守谷市立図書館及び分室（以下これらを総

称して「本施設」という。）の管理に関して締結した守谷市立図書館等の管理

に関する基本協定書（以下「基本協定」という。）に基づき，守谷市立図書館

等の管理に係る年度協定（以下「年度協定」という。）を締結する。 

 

（年度協定の目的） 

第１条 年度協定は，本施設の管理に関する業務（以下「本業務」という。）

の平成２９年度の業務内容及び本業務の実施の対価として支払われる指定

管理料を定めることを目的とする。 

 

（業務内容） 

第２条 業務内容は，平成２９年度事業計画書に定めるとおりとする。 

 

（指定管理料） 

第３条 甲は，本業務の実施の対価として，指定管理料年額１２６，５２８，

０００円を支払う。ただし，光熱水費については，実使用料と市の算定基準

額と上下５％以上の差が生じたときは，甲と乙との協議により変更する場合

があるものとする。上下５％以内の差であっても，計画停電等が要因である

ことが明らかな場合は，甲と乙との協議により変更する場合があるものとす

る。 

２ 指定管理料の支払い方法は，毎月の分割払いとし，月額１０，５４４，０

００円を支払うものとする。ただし，指定管理料年額から毎月の支払額を引

いた残額については，年度末に支払うものとする。 

３ 乙は，毎月２０日までに，当該月の指定管理料の支払いに関する請求書を

甲に送付するものとする。 

４ 甲は，当該請求書を受領してから３０日以内に乙に対して指定管理料を支

払うものとする。 

 

（疑義等の決定） 

第４条 年度協定に定めのない事項については，第一義的には基本協定による

ものとする。基本協定にも定めのない事項については，甲，乙の協議の上，

これを定めるものとする。 
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本協定を証するため，本書を２通作成し，甲，乙がそれぞれ記名押印の上，

各１通を保有する。 

 

平成２９年  月  日 

 

甲 

所在地 茨城県守谷市大柏９５０番地の１ 

名 称 守谷市 

代表者 守谷市長 松 丸 修 久  □印  

 

 

乙 

所 在 地 東京都文京区大塚三丁目１番１号 

名  称 図書館流通センター・常総ビル整美共同事業体 

代表企業 株式会社図書館流通センター 

代 表 者 代表取締役 石井 昭  □印  

  

 



 

平成２９年度 
守谷市立図書館等指定管理支払計画書 

 
年 月 金 額 

平成２９年  ４月 10,544,000 円 
５月 10,544,000 円 
６月 10,544,000 円 
７月 10,544,000 円 
８月 10,544,000 円 
９月 10,544,000 円 

１０月 10,544,000 円 
１１月 10,544,000 円 
１２月 10,544,000 円 

平成３０年  １月 10,544,000 円 
２月 10,544,000 円 
３月 10,544,000 円 

 126,528,000 円 
 

 




























































































































































